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       令 和 ５ 年 第 ５ 回 鹿 沼 市 議 会 定 例 会 議 案 説 明 書        

 

◎ 報告第３１号 専決処分事項の報告について  

         （損害賠償の額の決定及び和解）  

 

  令和５年４月２５日戸張町地内の市道上において、職員が運転する軽乗用   

自動車が、鹿沼合同タクシー株式会社所有のタクシーに接触し、破損させたこと

に対し、損害賠償の額を９４，５４５円とし、和解したものである。  

 

（参照条文） 地方自治法 

第１８０条  普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項

で、その議決により特に指定したものは、普通地方公共団体の長

において、これを専決処分にすることができる。  

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の

長は、これを議会に報告しなければならない。  

 

       市長専決処分事項の指定について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定

により次の事項については、これを市長において専決処分すること

ができるものとする。 

              記 

 １件１００万円以下の事件に関し、市がその当事者である和解を

すること。 

 １件１００万円以下の法律上市の義務に属する損害賠償の額を定

めること。 

 

◎ 報告第３２号 専決処分事項の報告について  

         （損害賠償の額の決定及び和解）  

 

  令和５年４月１８日緑町３丁目地内の市道上において、市内在住者所有の普通

乗用自動車が走行中、グレーチング蓋の外れた側溝にタイヤが落ち、破損させた

ことに対し、損害賠償の額を１９１，７９３円とし、和解したものである。  

 

（参照条文） 報告第３１号と同じ。 



◎ 報告第３３号 専決処分事項の報告について  

         （損害賠償の額の決定及び和解）  

 

  令和５年５月１９日北半田地内の清洲簡易郵便局駐車場において、職員が運転

する軽貨物自動車が後進した際、同郵便局の手すり及び外壁に接触し、破損させ

たことに対し、損害賠償の額を２５０，０００円とし、和解したものである。  

 

（参照条文） 報告第３１号と同じ。 

 

◎ 報告第３４号 専決処分事項の報告について  

         （損害賠償の額の決定及び和解）  

 

  令和５年７月７日鹿沼市役所正面駐車場において、職員が小型乗用自動車から

降りるために開けたドアが、市内在住者所有の普通乗用自動車に接触し、破損 

させたことに対し、損害賠償の額を１８２，８８６円とし、和解したものである。 

 

（参照条文） 報告第３１号と同じ。 

 

◎ 報告第３５号 専決処分事項の報告について  

         （損害賠償の額の決定及び和解）  

 

  令和５年７月１５日下沢引田農村公園において、公園内の木が倒れ、隣接する

株式会社カルックス所有のフェンスに接触し、破損させたことに対し、損害賠償

の額を２０６，６９０円とし、和解したものである。  

 

（参照条文） 報告第３１号と同じ。 

 



◎ 報告第３６号 令和４年度鹿沼市継続費精算報告について  

 

  令和元年度から４か年継続事業として実施した新庁舎整備事業が令和４年度

をもって終了したので報告するものである。  

 

（参照条文） 地方自治法施行令 

第１４５条 第１項 省略 

２ 普通地方公共団体の長は、継続費に係る継続年度（中略）が終

了したときは、継続費精算報告書を調製し、地方自治法第２３３

条第５項の書類の提出と併せてこれを議会に報告しなければなら

ない。 

第３項 省略 

 

◎ 報告第３７号 令和４年度鹿沼市健全化判断比率及び資金不足比率の報  

告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により、令和４年度決算に 

係る健全化判断比率及び資金不足比率を報告するものである。  

 

（参照条文） 地方公共団体の財政の健全化に関する法律  

第３条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受け

た後、速やかに、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費

比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びに

その算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付

し、その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告するとと

もに、当該健全化判断比率を公表しなければならない。  

第２項から第７項まで 省略 

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該

公営企業の前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足

比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の  

審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率を議会に報告し、

かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。  

第２項及び第３項 省略 

 



◎ 認定第３号 令和４年度鹿沼市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

◎ 認定第４号 令和４年度鹿沼市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認 

        定について 

 

◎ 認定第５号 令和４年度鹿沼市公設地方卸売市場事業費特別会計歳入歳 

        出決算の認定について 

 

◎ 認定第６号 令和４年度鹿沼市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に 

        ついて 

 

◎ 認定第７号 令和４年度鹿沼市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の 

        認定について 

 

◎ 認定第８号 令和４年度鹿沼市粕尾財産区特別会計歳入歳出決算の認定 

        について 

 

◎ 認定第９号 令和４年度鹿沼市清洲財産区特別会計歳入歳出決算の認定 

        について 

 

  令和４年度一般会計予算は、当初以来１２次にわたる補正を行った結果、予算

総額は 52,074,211,745 円となり、これに対して決算額は、歳入において

48,654,681,018 円 、 歳 出 に お い て 46,433,358,153 円 、 歳 入 歳 出 差 引 額

2,221,322,865 円であり、実質収支において 1,244,512,630 円の黒字決算となっ

たものである。 

  なお、歳入歳出差引額と実質収支の差額は、継続費及び繰越明許費による翌年

度へ繰り越すべき財源 976,810,235 円である。 

  この予算の執行に当たっては、引き続き厳しい財政の実態を認識し、極力、   

経費節減に努めながら、第８次鹿沼市総合計画「花と緑と清流のまち  笑顔あふ

れるやさしいまち」の初年度として、着実な推進を目指すとともに、令和３年度

に引き続き新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策である予防接種の 

推進を始め、物価高騰に対する生活支援、経済対策を推進し、議決された予算の

目的達成を図るよう努めた結果、歳出予算における執行率は 89.2 パーセント、

翌年度への繰越事業を含めると 91.0 パーセントであり、行政需要に応え得る  



執行を成し遂げたと信ずるものである。  

  なお、監査委員から別冊「令和４年度鹿沼市一般会計及び特別会計歳入歳出 

決算並びに基金運用状況審査意見書」において意見が付されているとおり、引き

続き健全な行財政運営を推進するとともに、指摘の点については、十分留意する

考えである。 

  また、各特別会計とも実質収支において黒字決算となり、行政目的を達し得た

ものと確信するものである。  

 

（参照条文） 地方自治法 

第２３３条 第１項及び第２項 省略 

３ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に

付した決算を監査委員の意見を付けて次の通常予算を議する会議

までに議会の認定に付さなければならない。  

第４項から第７項まで 省略 

 

◎ 議案第１０７号 令和５年度鹿沼市一般会計補正予算（第８号）につい 

          て 

 

  歳入については、地方交付税、国県支出金、寄附金、繰越金等の増減額を計上

し、歳出については、一般管理関係職員給与費、ふるさと納税推進事業費、かぬ

ま・あわの振興基金積立金､障害者自立支援事業費等の増減額を計上したもので､

この補正額を 2,403,644,000 円の増とし、予算総額を 44,184,900,000 円とする

ものである。 

  なお、債務負担行為及び地方債の補正については、それぞれ第２表及び第３表

のとおりである。 

 

（参照条文） 地方自治法 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しな

ければならない。 

第１号 省略 

(2) 予算を定めること。 

第３号から第１５号まで及び第２項 省略 

 



◎ 議案第１０８号 令和５年度鹿沼市国民健康保険特別会計補正予算（第  

          １号）について  

 

  歳入については、繰入金及び繰越金の増減額を計上し、歳出については、国民

健康保険事務費、予備費等の増額を計上したもので、この補正額を 462,054,000

円の増とし、予算総額を 9,918,054,000 円とするものである。 

 

（参照条文） 議案第１０７号と同じ。 

 

◎ 議案第１０９号 令和５年度鹿沼市公設地方卸売市場事業費特別会計補  

          正予算（第１号）について 

 

  歳入予算の更正として、繰越金の増額を計上し、繰入金の減額を計上するもの

である。 

 

（参照条文） 議案第１０７号と同じ。 

 

◎ 議案第１１０号 令和５年度鹿沼市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

          について 

 

  歳入については、繰入金、繰越金等の増減額を計上し、歳出については、介護

給付費準備基金積立金、償還金等の増額を計上したもので、この補正額を

389,536,000 円の増とし、予算総額を 8,919,536,000 円とするものである。 

 

（参照条文） 議案第１０７号と同じ。 

 

◎ 議案第１１１号 令和５年度鹿沼市後期高齢者医療特別会計補正予算 

          （第１号）について  

 

  歳入については、繰越金、諸収入等の増減額を計上し、歳出については、後期

高齢者医療広域連合納付金及び予備費の増額を計上したもので、この補正額を

39,404,000 円の増とし、予算総額を 1,336,404,000 円とするものである。 



（参照条文） 議案第１０７号と同じ。 

 

◎ 議案第１１２号 令和５年度鹿沼市粕尾財産区特別会計補正予算（第１号） 

          について 

 

  歳入予算の更正として、繰越金の増額を計上し、繰入金の減額を計上するもの

である。 

 

（参照条文） 議案第１０７号と同じ。 

 

◎ 議案第１１３号 令和５年度鹿沼市清洲財産区特別会計補正予算（第１号） 

          について 

 

  歳入予算の更正として、繰越金の増額を計上し、繰入金の減額を計上するもの

である。 

 

（参照条文） 議案第１０７号と同じ。 

 

◎ 議案第１１４号 令和５年度鹿沼市下水道事業会計補正予算（第２号） 

          について 

 

  固定資産購入費において、下水道企業会計システム及び下水道台帳システム  

機器更新に係る債務負担行為を定めるためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１０７号と同じ。 

 



◎ 議案第１１５号 損害賠償の額の決定及び和解について  

 

  令和元年東日本台風により被災した農地の復旧工事において、令和３年４月  

２３日に締結した工事請負契約に基づく工事請負代金の支払いの遅延により生

じた相手方の損害に対し、損害賠償の額を５,１３５,３００円とし、和解するた

めのものである。 

 

（参照条文） 地方自治法 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しな

ければならない。 

第１号から第１１号まで 省略 

 (12) 普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不

服申立て、訴えの提起（中略）、和解（中略）、あつせん、調停 

  及び仲裁に関すること。  

 (13) 法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。  

第１４号及び第１５号並びに第２項 省略 

 

◎ 議案第１１６号 辺地に係る総合整備計画の変更について  

 

  令和４年１２月１９日議案第９３号として議決を得た西大芦辺地に係る  

総合整備計画及び令和４年３月２２日議案第１７号として議決を得た上・中粕尾

辺地に係る総合整備計画について、辺地における計画事業を変更するためのもの

である。 

 

（参照条文） 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財     

       政上の特別措置等に関する法律 

第３条 この法律によつて公共的施設の整備をしようとする市町村

は、当該市町村の議会の議決を経て当該辺地に係る公共的施設の

総合的な整備に関する財政上の計画（以下「総合整備計画」とい

う。）を定めることができる。  

第２項から第７項まで 省略 

８ 前各項の規定は、第５項の規定により総合整備計画を提出した市町

村が当該総合整備計画を変更しようとする場合について準用する。 

 



◎ 議案第１１７号 栃木県市町村総合事務組合規約の変更について  

 

  令和６年４月１日から本市が退職手当支給事務等を共同処理することに伴い、

栃木県市町村総合事務組合規約を変更することについて、関係地方公共団体と  

協議するためのものである。  

 

（参照条文） 地方自治法 

第２８６条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体（中略）

の数を増減し若しくは共同処理する事務を変更し、又は一部事務

組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団体の協議

によりこれを定め、都道府県の加入するものにあつては総務大臣、

その他のものにあつては都道府県知事の許可を受けなければなら

ない。 

第１項ただし書及び第２項 省略 

第２９０条 第２８４条第２項、第２８６条（中略）及び前２条の

協議については、関係地方公共団体の議会の議決を経なければな

らない。 

 

◎ 議案第１１８号 工事請負契約の締結について  

 

  令和５年度鹿沼運動公園陸上競技場トラック改修工事の事後審査型条件付き

一般競争入札を去る１０月２５日に行い、その結果、日本体育施設株式会社関東

営業所が 298,078,000 円で落札したので、本契約を締結するためのものである。 

 

（参照条文） 地方自治法 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しな  

ければならない。 

第１号から第４号まで 省略 

 (5) その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定

める契約を締結すること。  

第６号から第１５号まで及び第２項 省略 

       議会の議決に付すべき契約及び財産の取得     

       又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。） 



第９６条第１項第５号の規定により議会の議決に付さなければ  

ならない契約は、予定価格１億５，０００万円以上の工事又は   

製造の請負とする。 

 

◎ 議案第１１９号 指定管理者の指定について  

 

  市民プールを除く千手山公園の指定管理者として、一般社団法人鹿沼市観光  

協会を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 地方自治法 

第２４４条の２ 第１項及び第２項 省略 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成す

るため必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、

法人その他の団体であつて当該普通地方公共団体が指定するもの

（以下（中略）「指定管理者」という。）に、当該公の施設の管理

を行わせることができる。  

第４項 省略 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。  

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、

あらかじめ、当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければな

らない。 

第７項から第１１項まで 省略 

 

◎ 議案第１２０号 指定管理者の指定について  

 

  屋台のまち中央公園の指定管理者として、一般社団法人鹿沼市観光協会を指定

するためのものである。 

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

 

 

 



◎ 議案第１２１号 指定管理者の指定について  

 

  水田作近代化施設のうち大規模乾燥調製貯蔵施設の指定管理者として、上都賀

農業協同組合を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１２２号 指定管理者の指定について  

 

  大規模乾燥調製貯蔵施設を除く水田作近代化施設の指定管理者として、有限  

会社農業生産法人かぬまを指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１２３号 指定管理者の指定について  

 

  粕尾ふれあいの郷交流施設の指定管理者として、粕尾ふれあいの郷づくり推進

協議会を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１２４号 指定管理者の指定について  

 

  かぬま手づくりの里の指定管理者として、かぬま手づくりの里運営委員会を  

指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

 

 



◎ 議案第１２５号 指定管理者の指定について 

 

  出会いの森総合公園及び出会いの森親水公園の指定管理者として、特定非営利

活動法人出会いの森管理協会を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１２６号 指定管理者の指定について  

 

  水源地域振興拠点施設の指定管理者として、株式会社スノーピークを指定する

ためのものである。 

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１２７号 指定管理者の指定について  

 

  市民情報センター及び文化活動交流館の指定管理者として、宮ビルサービス  

株式会社を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１２８号 指定管理者の指定について  

 

  鹿沼運動公園及び自然の森総合公園の指定管理者として、公益財団法人かぬま

文化・スポーツ振興財団を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

 

 



◎ 議案第１２９号 指定管理者の指定について  

 

  鹿沼体育施設グループとして、御殿山公園、台の原公園、千手山公園のうち   

市民プール及び鹿沼市体育館の指定管理者として、公益財団法人かぬま文化・ 

スポーツ振興財団を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１３０号 指定管理者の指定について  

 

  粟野体育施設グループとして、粟野総合運動公園、粟野勤労者体育センター、

粟野トレーニングセンター及び粟野Ｂ＆Ｇ海洋センターの指定管理者として、 

公益財団法人かぬま文化・スポーツ振興財団を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１３１号 指定管理者の指定について  

 

  図書館東分館の指定管理者として、シダックス大新東ヒューマンサービス株式

会社を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１１９号と同じ。 

 

◎ 議案第１３２号 鹿沼市指定金融機関の指定について  

 

  本市指定金融機関株式会社足利銀行の指定期間が令和６年３月３１日をもっ

て満了となるので、引き続き同銀行を指定するためのものである。  

 

（参照条文） 地方自治法 

第２３５条 第１項 省略 

２ 市町村は、政令の定めるところにより、金融機関を指定して、  



市町村の公金の収納又は支払の事務を取り扱わせることができ

る。 

       地方自治法施行令 

第１６８条 第１項 省略 

２ 市町村は、地方自治法第２３５条第２項の規定により、議会の

議決を経て、一の金融機関を指定して、当該市町村の公金の収納

及び支払の事務を取り扱わせることができる。  

第３項から第８項まで 省略 

 

◎ 議案第１３３号 鹿沼市空家等対策の推進に関する条例の一部改正につ 

          いて 

 

  空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正に伴い、引用する同法の条項

等を整理するためのものである。  

 

（参照条文） 地方自治法 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しな  

ければならない。 

 (1) 条例を設け又は改廃すること。  

第２号から第１５号まで及び第２項 省略 

 

◎ 議案第１３４号 鹿沼市交通安全対策条例の一部改正について  

 

  鹿沼駅前自転車駐車場の管理方法の見直しを行うためのものである。 

 

（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 

 



◎ 議案第１３５号 鹿沼市長等の給与の臨時特例に関する条例の制定につ  

いて 

 

  令和元年東日本台風により被災した農地の復旧工事における工事請負代金の

支払いの遅延により、公務に対する信用を損ねたことの責任を鑑み、市長及び 

副市長の令和６年１月から３月までの期間における給料月額について、それぞれ

１００分の３０に相当する額を減額するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 

 

◎ 議案第１３６号 鹿沼市手数料条例等の一部改正について  

 

  住民票の写し、税に関する証明書等の交付手数料及び督促手数料の額を引き  

上げるためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 

 

◎ 議案第１３７号 鹿沼市体育館条例等の一部改正について  

 

  体育施設の使用料の額を見直すためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 

 

◎ 議案第１３８号 鹿沼市在宅要介護高齢者介護手当支給条例の一部改正  

          について 

 

  在宅要介護高齢者介護手当の額を引き上げるとともに、介護の実績に応じて  

手当を支給することができるようにするためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 



◎ 議案第１３９号 鹿沼市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正  

          について 

 

  一般家庭の粗大ごみ及び事業系ごみの処理手数料の額を見直すためのもので

ある。 

 

（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 

 

◎ 議案第１４０号 鹿沼市大芦川流域の生活環境等の保全に関する条例の  

          制定ついて 

 

  大芦川流域における市民の平穏な生活にとって特に迷惑となる行為の規制に

関し必要な事項を定めることにより、大芦川流域の良好な生活環境及び豊かな 

自然環境の保全を図るためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 

 

◎ 議案第１４１号 鹿沼市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

  地方税法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険税の賦課限度額の見直しを  

行うとともに、出産被保険者の産前産後期間における国民健康保険税を免除する

ためのものである。 

 

（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 

 

◎ 議案第１４２号 鹿沼市火災予防条例の一部改正について  

 

  関係省令等の一部改正に伴い、蓄電池設備の設置基準を見直すとともに、固体

燃料を使用する厨房設備を設置する際の安全確保に必要な距離を定めるための

ものである。 

 



（参照条文） 議案第１３３号と同じ。 

 

◎ 議案第１４３号 人権擁護委員候補者の推薦について  

 

  人権擁護委員川島恵美子氏が令和６年３月３１日をもって任期満了となる 

ので、新たに湯澤晴美氏を推薦するためのものである。 

 

（参照条文） 人権擁護委員法 

第６条 第１項及び第２項 省略 

３ 市町村長は、法務大臣に対し、当該市町村の議会の議員の選挙

権を有する住民で、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権

擁護について理解のある社会事業家、教育者、報道新聞の業務に

携わる者等及び弁護士会その他婦人、労働者、青年等の団体で  

あつて直接間接に人権の擁護を目的とし、又はこれを支持する団

体の構成員の中から、その市町村の議会の意見を聞いて、人権擁  

護委員の候補者を推薦しなければならない。  

第４項から第８項まで 省略 

 

◎ 議案第１４４号 人権擁護委員候補者の推薦について  

 

  人権擁護委員小太刀良男氏が令和６年３月３１日をもって任期満了となる  

ので、新たに大川幸子氏を推薦するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１４３号と同じ。 

 

◎ 議案第１４５号 人権擁護委員候補者の推薦について  

 

  人権擁護委員宇賀神文惠氏が令和６年３月３１日をもって任期満了となる 

ので、新たに吉髙神勇氏を推薦するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１４３号と同じ。 



◎ 議案第１４６号 人権擁護委員候補者の推薦について  

 

  人権擁護委員渡邉雅紀氏が令和６年３月３１日をもって任期満了となるので、

引き続き同氏を推薦するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１４３号と同じ。 

 

◎ 議案第１４７号 人権擁護委員候補者の推薦について  

 

  人権擁護委員吉井和夫氏が令和６年３月３１日をもって任期満了となるので、

引き続き同氏を推薦するためのものである。  

 

（参照条文） 議案第１４３号と同じ。 

 

◎ 議案第１４８号 鹿沼市教育委員会委員の任命について  

 

  本市教育委員会委員平野美恵氏が令和５年１２月４日をもって任期満了と 

なるので、引き続き同氏を任命するためのものである。  

 

（参照条文） 地方教育行政の組織及び運営に関する法律  

第４条 第１項 省略 

２ 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格

が高潔で、教育、学術及び文化（以下単に「教育」という。）に関

し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同

意を得て、任命する。 

第３項から第５項まで 省略 

 




